
木津川市行財政改革行動計画進行管理表（平成２０年度実績）

計画期間中(H20
～24)の財政効果
見込額

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度
平成20年度の財
政効果額

1
柔軟な行政組織・
機構改革の構築

① 組織機構の見直し 人事秘書課 行動計画
継続
実施
⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実績（Ａ）
継続
実施

2
定員管理の適正
化

① 定員管理適正化の推進 人事秘書課 行動計画
継続
実施
75,000

⇒
111,000

⇒
63,000

⇒
39,000

⇒
11,000
歳出210,700千円

実績（Ａ）
継続
実施
89,900

⇒
31,200

⇒
43,400

⇒
32,200

⇒
14,000
歳出89,900千円

② 定員適正化計画の策定 人事秘書課 行動計画 実施

実績（Ａ） 実施

③ 希望降任制度の研究 人事秘書課 行動計画
調査
・研究

実績（S） 実施

3 給与の適正化 ① 適正な給与制度の維持 人事秘書課 行動計画
継続
実施
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 新規

歳出270,000千円

実績（Ａ）
継続
実施
30,000

⇒
60,000

⇒
60,000

⇒
60,000

⇒
60,000
歳出30,000千円

② 勤務実績の給与への反映 人事秘書課 行動計画
調査
・研究
実施 ⇒ ⇒ ⇒

実績（B）
調査
・研究

→ → 実施 ⇒

③
時間外勤務・業務縮減に向
けた指針の策定

人事秘書課 行動計画 実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実績（Ｂ） 実施

4
計画的な職員研
修の実施

① 職員研修計画の策定 人事秘書課 行動計画
継続
実施
⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実績（Ａ）
継続
実施

② 人材育成方針の策定 人事秘書課 行動計画 実施

実績（Ｃ） 未実施 実施

先進地事例の調査・研究を行った。

H20年9月に新庁舎完成に伴う行政機能の結集に伴う組織改編を実施し
た。

引き続き取り組む。平成22年4月の組織再編を目指し、再構築に取組む。

定員適正化計画に基づき、H20年度中に23人の新規職員を採用した。 適宜見直し適正化に取り組む。平成25年度を目途に人口千人当たり7.19人
の職員配置（全職員数）を目指す。

従前と同様に人事院勧告を基本とし、給与制度の適正化を図った。
　給与号級数の特例実施
　地域手当の見直し　5％⇒4％（前年度比30,000千円の減）

引き続き人事院勧告を基本として、適性な給与制度に取り組む。
　給与号級数の特例実施
　地域手当　4％⇒3％（前年度比30,000千円の減）

H20年10月に「定員適正化計画」策定した。

H20年7月に「木津川市職員希望降任制度実施規程」を策定した。（適用実
績1人）

人事評価システムの導入を平成21年度に試行実施を予定している。平成
23年度の本格実施（給与への反映）に向けて調査・研究を行う。

縮減向け職員への啓発を実施した。
　H20年6月「時間外縮減」通達

引き続き取り組む。平成21年4月に再度時間外縮減の通達を行うとともに、
新たな試みとして各所属に対し時間外手当の予算配分を行い、縮減に向け
て努めていく。
　時間外縮減の通達・課内協力体制の構築・ノー残業デー（週1日）の徹底
　　⇒目標　時間外手当総額前年度比20,000千円の減

平成20年度研修計画に基づき実施した。
京都府市町村振興協会主催研修、京都府南部７市主催研修及び市独自研
修を実施し、職員の充実を図った。

（２）行政体制の再構築

平成20年度の
取　組　実　績

改革項目 実施内容 担当課
進行管理（効果見込額　単位：千円）

※　区分欄中、実績の（　）内に進捗度を記入。【Ｓ：計画以上に進捗した。Ａ：計画通り進捗した。Ｂ：概ね計画通り進捗した。Ｃ：計画通り進捗しなかった。】

平成21年度の
取 組 方 針

区分

平成20年度同様、積極的な職員研修に取り組み、人材育成を行う。

未実施 現行の「人材育成計画」を見直し、新しく「人材育成方針」の策定を目指す。
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5
人事評価システム
の導入

① 人事評価システムの導入 人事秘書課 行動計画
調査
・研究
実施 ⇒ ⇒ ⇒

実績（B）
調査
・研究
試行
実施
⇒
本格
実施
⇒

6
職員提案制度の
推進

① 職員提案制度の創設 学研企画課
（全課）

行動計画
調査
・研究
実施 ⇒ ⇒ ⇒

実績（A）
試行
実施

7 職員意識の改革 ① 部内・課内会議の開催 全課 行動計画
継続
実施
⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実績（A）
継続
実施

8 ① 事務マニュアルの作成 全課 行動計画
調査
・研究
段階
実施
⇒ ⇒ ⇒

実績（Ａ）
調査
・研究

② 会計マニュアルの更新
全課
（出納室）

行動計画
継続
実施
⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実績（B）
継続
実施
⇒ ⇒ ⇒ ⇒

③
マニュアルに基づく事務処
理の徹底

全課 行動計画
継続
実施
⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実績（Ａ）
継続
実施

9
福利厚生事業の
適正化

① 福利厚生事業の見直し 人事秘書課 行動計画
継続
実施
⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実績（B）
継続
実施

② 実施状況等の公表（１２月） 人事秘書課 行動計画
継続
実施
⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実績（B）
継続
実施

10
庁内ＬＡＮの拡
充・活用

①
内部情報系システム（財務
会計・電子決裁等）の改良
充実

学研企画課 行動計画
継続
実施
⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実績（A）
継続
実施

引き続き公表に取り組む。

木津川市では、市独自の福利厚生事業を実施していない。京都府厚生会
事業を利用しているのみ。しかし、厚生会事業であっても市民に理解を得る
ことができる福利厚生を行っている。

引き続き適正な福利厚生事業に取り組む。

職員の研究心及び職務意識の高揚を図るため、ふるさと納税寄付金の｢活
用方法｣及び｢寄附者への特典｣について、職員提案を実施した。
　提案件数8件

職員の研究心及び職務意識の高揚を図り、もって行政運営への職員参加
を促進するため、試行結果を踏まえ、職員提案制度を実施する。

各種基本計画、予算編成、重要な事務事業の計画・決定、並びに重要施策
について審議し、意思決定するための機関として、「政策会議」を設置。政
策会議案件を事前審議する機関として「調整会議」を設置している。また、
各部課からの報告・依頼事項の連絡等について「部長連絡会議」を開催し
ている。さらに、部長連絡会議での連絡事項等については、部内会議や課
内会議等も適時行うなど、課員全員に対し周知徹底を図った。

各種基本計画、予算編成、重要な事務事業の計画・決定、並びに重要施策
について審議し、意思決定するための機関として、「政策会議」を設置。政
策会議案件を事前審議する機関として「調整会議」を設置している。また、
各部課からの報告・依頼事項の連絡等について「部長連絡会議」を開催し
ている。さらに、部長連絡会議での連絡事項等については、部内会議や課
内会議等も適時行うなど、課員全員に対し周知徹底を図る。

事務マニュアル、
会計マニュアル等
の作成による職務
能力の平準化

職員全員が幅広い業務を理解して事務処理を行えるため、また、事務処理
の標準化及び公正サービスのため、「事務マニュアル」について調査・研究
した。

前年度の調査・研究成果を活かし、「事務マニュアル」の作成・修正に着手
する。

毎年度公表している。

先進地事例の調査・研究を行った。 平成21年度から試行的な実施を予定している。上半期において、人事評価
システムの具体策を策定し、下半期において試行実施を行う予定である。

現行のマニュアルに準じて事務処理を行い、必要に応じてマニュアルの改
正を行った。

引き続き、他市町の会計マニュアルの状況を調査・研究を行う。現行の「会計マニュアル」に基づき、事務を行いながらも、新しい「会計マ
ニュアル」への更新について調査・研究を行った。

継続して、必要に応じて見直しを行う。

庁内ＬＡＮを活用した各課情報のデータベース化を行い、職員相互で共有できる
ネットワーク環境を整備することにより、事務効率化を図る。また、システム操作説
明書等を整備し、職員への周知徹底を図った。

庁内ＬＡＮを活用した各課情報のデータベース化を行い、職員相互で共有できる
ネットワーク環境を整備することにより、事務効率化を図る。また、システム操作説
明書等を整備し、職員への周知徹底を図る。
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11
電子申請システム
の導入

①
電子申請・届出システムの
構築

学研企画課
（関係課）

行動計画
継続
実施
⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実績（A）
継続
実施

12
コンプライアンス
体制の充実

① 市民要望等の記録制度
全課
（総務課）

行動計画
調査
・研究

→ → → →

実績（Ｂ）
調査
・研究

② 職員倫理規程の周知徹底 全課
（人事秘書課）

行動計画
継続
実施
⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実績（Ｂ）
継続
実施

③
公益通報者保護制度の周
知徹底

全課
（人事秘書課）

行動計画
継続
実施
⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実績（B）
継続
実施

13
借入金・公債費の
適正管理

① 繰上償還の実施 財政課 行動計画 実施
105,700

追加後
歳出575,982千円

実績（A） 実施
105,783

⇒
470,199

歳出105,783千円

水道業務課 行動計画 実施 追加後
歳出74,587千円

実績（A）
実施
29,464

⇒
45,123

歳出29,464千円

水道工務課 行動計画 実施 追加後
歳出7,903千円

実績（A）
実施
7,903

歳出7,903千円

下水道課 行動計画 実施 追加後
歳出190,412千円

実績（A） 実施
147,856

⇒
42,556

歳出147,856千円

②
借入金・公債費の適正管理
啓発

財政課 行動計画
継続
実施
⇒ ⇒ ⇒ ⇒

【19年度末】１人当たり地方債現在
高　371,197円
【19年度】実質公債費比率（3カ年
平均）　13.7%

実績（Ａ）
継続
実施

新規採用職員に対する研修を実施した。4月当初に新規採用職員6人に対
し実施した。

引き続き適正運用に努める。昨年度同様新規採用職員研修に服務・倫理
の研修を実施することにより、周知徹底を図っていく。また、全職員に対して
も必要に応じて周知徹底を図っていく。

社会体育施設、図書貸出予約等のオンライン化を継続実施。その他の業務
について、行政手続のオンライン化の手段、効果等を検討した。

手段、効果等を検討のうえ、行政手続のオンライン化により、業務の簡素
化、合理化を図る。

引き続きその償還経費が普通交付税に算入されない地方債の発行を抑制
するとともに、地方債等の債務の繰上償還を実施することで借入金・公債
費の適正管理に努めた。

継続して借入金・公債費の適正管理に努める。

新規採用職員に対する研修を実施した。4月当初に新規採用職員6人に対
し実施した。全職員へは綱紀保持の通達を行っている。（6月・10月実施）

引き続き適正運用に努める。昨年度同様新規採用職員研修に服務・倫理
の研修を実施することにより、周知徹底を図っていく。

一般会計
公的資金補償金免除に係る繰上償還及び関公費の繰上償還を行った。

一般会計
公的資金補償金免除に係る繰上償還・関公費の繰上償還を実施する。（最
終年度）

上水道事業特別会計
公的資金補償金免除に係る繰上償還を行った。

上水道事業特別会計
公的資金補償金免除に係る繰上償還を実施する。（最終年度）

簡易水道事業特別会計
公的資金補償金免除に係る繰上償還を行った。（最終年度）

下水道事業特別会計
公的資金補償金免除に係る繰上償還を行った。

下水道事業特別会計
公的資金補償金免除に係る繰上償還を実施する。（最終年度）

区等の要望、市民要望について記録制度を含めたルールの策定に向け、
他団体の事例を調査・検証した。

区等の要望は、平成21年度から期間を定めて回答することで統一化する。
なお、市民要望の記録制度については継続して調査・検討を行う。
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